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農地の有効利用と農協の役割

〔要　　　旨〕

１　ピーク時600万haを超えていた日本の耕地面積は現在460万haとなり，ペースは落ちて

いるものの農外転用と耕作放棄を主な要因とする減少は続いている。そして，昭和一けた

世代の農業者のリタイアが進行するなか，農地の減少の歯止めと零細で分散している農地

の利用構造の改善等を目指し09年農地法等の改正が行われた。

２　農地の有効利用の面からみると，農協は地域の零細農家の組織として出発した経緯から，

個別経営は維持しながらその組織化により効率的な利用を実現することに注力してきた。

一方，農協が農地利用に直接関与することは制度的な制約から進まなかったが，制度改正

が進んだ1990年代以降は農地保有合理化事業を通じて賃貸借の仲介等へ取り組むケースが

増え，さらに，21世紀に入ると農協自らが農地の受け皿組織を設立する動きや受け皿組織

を育成・支援する動きが強まっている。

３　実際に農協が農地の有効利用に取り組んでいる事例をみると，農地保有合理化法人とし

て農地の利用集積の仲介を担うケースや，利用集積の仲介に加え受け皿としての農協出資

農業生産法人を組み合わせるケース，さらに，農協が農地の利用集積を行う法人の育成・

支援に取り組むケースなど，様々な取組みがみられた。

４　これらの事例から農地の有効利用に農協が果たす役割は大きく，また，農協と生産者と

の関係を維持していく上でも重要な取組みであることが確認される。ただし，地域や農協

ごとに取組みの濃淡がある現状を踏まえると，地域の担い手の状況，行政等関連機関との

役割分担等を十分検討した上で進めていく必要があるとみられる。

５　世代交代等により農地の所有構造は今後も大きな変化が予想され，農協は多様な手段を

組み合わせて農地の有効利用に取り組んでいく必要があろう。しかし，農協単独での取組

み，また農地の利用集積だけでは，地域農業の活性化は難しく，農地の有効利用を含むト

ータルの地域農業振興を行政等関連機関との連携を重視しながら進めていく必要があろ

う。
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農業者の高齢化や後継者不足が進むなか

で，農協では，従来から農業生産の基盤で

ある農地の有効利用に取り組んできた。ま

た，09年度には農地法等において農地の確

保と有効利用の促進を目的とした制度改正

が行われ，農協もさらなる役割を果たすこ

とが求められている。

本稿では，農地法等の改正の背景となっ

た農地の現状と，農地の有効利用に関して

のこれまでの農協系統の取組み等を概観す

るとともに，足元での取組事例をみること

で，農地の有効利用における農協の今後の

課題等について考えてみたい。

（１） 耕地面積の長期的推移

まず，日本の耕地面積の長期的な推移に

ついて，概観しておきたい。

第１図は耕地面積の長期推移を示したも

のである。1960年代のピーク時には600万

haを超えた耕地面積は，現在は460万haま

で減少している。
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第1図　農地面積と耕地利用率の推移 
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かい廃面積の推移をみると，とくに高度

経済成長期末期から列島改造ブームがあっ

た70年代半ばにかけては年間10万haを超え

（ただしこの時期は拡張面積も５万ha前後に

上った），また，バブル期を挟む80年代後

半から90年代にかけても５万ha前後に上っ

ている。そして，2000年以降，かい廃面積

は徐々に減少し足元では２万haを下回って

いるものの，耕地面積の減少そのものには

歯止めが掛かっていない。

（２） 耕作放棄地と農外転用

このように，長期にわたって減少が続く

耕地面積であるがその要因はなんであろう

か。第２図は08年の耕地のかい廃の内訳を

みたものである。

人為かい廃面積のうち最も大きいのが耕

作放棄で全体の47％を占め，次いで，宅地

等への転用33％，道路・鉄道用地６％が続

いている。このように耕地面積減少の要因

は，農外への転用と耕作放棄で全体の９割

を占めている。

（３）農地の所有構造の零細性と構造変化

こうして主として農外転用と耕作放棄に

より，農地の減少が続く一方で，その所有

構造は第１表にみられるように，細分化し

ている。例えば，08年度の田の納税義務者

数は463万人もおり，１人当たり所有面積

も平均で0.58ha，5.8筆（１反の田を5.8枚）

と零細でかつ分散している。

さらに，農地所有者の農業へのかかわり

方も徐々に変化している。第３図にみられ
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資料　農林水産省『耕地面積統計』 

第2図　耕地の人為かい廃面積の内訳（０８年） 
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資料　総務省｢固定資産の概要調書｣, 農林水産省｢農地政
策をめぐる事情｣      

（注）１　｢納税義務者数｣は法定免税点以上のもの。      
２　｢筆数｣は, １つの筆が２つ以上の地目（小区分を含む）
に該当する場合は, それぞれの区分ごとに１筆とし
て計上している。したがって各区分の合計は延べ筆
数である。      
３　｢納税義務者数｣は, 同一の者が２つ以上の地目（小
区分を含む）の土地を所有している場合においては, 
当該各地目ごとに１人としている。また, 同一の者が
同一地目の土地を２筆以上にわたって所有している
場合においては, 筆の数によらず１人としている。    
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第3図　農家数・土地持ち非農家数の推移 
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るような土地持ち非農家の増加に加え，相

続等に伴い不在村農地所有者も増加してい

るとみられ，世代交代に伴う農地の保全・

維持に対する意識の変化も懸念されている。

（４） 09年農地法等の改正

このように農地の減少傾向が続き，また，

零細な農地所有も解消されない状況下で昭

和一けた世代の農業者が世代交代期にさし

かかり，農地の利用構造が固定化される懸

念が大きくなってきたことが，09年の農地

法等の改正の背景にあったとみられる。

そのため，09年の農地法等の改正におい

ても，現在の耕地面積の減少の主たる要因

である上記の耕作放棄の拡大や優良農地の

農外への転用等に対して，農地の保全・確

保のための違反転用への罰則強化等転用規

制の厳格化が盛り込まれている。

また，農地の効率的な利用を妨げている

零細性や圃場の分散の問題に対しては，集

積による効率的利用を図るために，従来の

農地保有合理化事業に農地所有代理事業

（新たに農地所有者からの委任を受け，代理と

して貸し付ける事業）を組み入れた農地利

用集積円滑化事業（農協も農地利用集積円

滑化団体として実施できる）が導入されるな

どの対策がとられている。

また，農地利用者の確保・拡大のため，

貸借規制の緩和や，農業生産法人の構成員

要件の緩和（農作業委託農家が加わる）や株

式会社の出資要件の緩和がされたが，株式

会社の出資要件の緩和については，地域農

業の維持・保全との関係で注意が必要とみ
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られる。さらに，農協による農業経営の要

件の緩和もなされた。

上記のように，農地の有効利用にかかる

問題は広範囲に広がり解決が難しくなって

きているが，農協でも，これまで以下のよ

うに様々な取組みを行ってきた経緯がある。

まず，農協系統は既に1960年代から単な

る個別農家による個別品目の規模拡大では

なく，地域の営農資源を組み合わせ地域全

体で農業生産の拡大を目指す｢営農団地の

育成｣を実施していた。

この営農団地構想は，零細多数の自作農

家で集落が構成され，農地法の下で農地の

流動化が難しいなか，資本と労働力の組み

合わせを見直し，過剰な投資や労働力不足

を解消して効率的な農業生産を図ろうとし

たものである。

営農団地への取組みは，67年の第11回全

国農協大会で決議された｢日本農業の課題

と対応｣と題された農業基本構想において

農協の農業振興の基本戦略として位置付け

られ，概ね70年代半ばまで取り組まれてい

る。営農団地整備等の取組みもあり，野

菜・果実，畜産部門については主産地形成

等を通じ生産力が急速に拡大していった。

また70年代からは農林省による農業機械

銀行の実験事業を契機に機械利用組合の育

成の取組みが進められた。さらに80年代に

は，農協は土地利用調整を軸としながら労

２　農地の有効利用のための

農協の取組みの概況



働力，農業機械・施設，副産物等の地域生

産資源を地域単位に組織化し，その有効利

用を進める組織としての地域営農集団の育

成に取り組むことになる（第２表）。

この取組みでは集落が地域営農集団の基

礎単位とされており，この時期に取り組ま

れた地域営農集団の組織化が現在取り組ま

れている集落営農の基礎となっているケー

スも多いとみられる。実際にあとでみる事

例の一つは，この営農集団を基礎に集落営

農組織の法人化が進んでいるものである。

このように農協は個別農家の規模拡大よ

りも地域や集落等面的まとまりのなかでの

農地の利用調整を重視していた。人の組織

体である協同組合としての特徴を活かしつ

つ，地域に根ざしたかたちで，農地の有効

利用を目指してきたといえる。

一方，この間農協が農地の利用集積に直

接関与することは，制度的には農地信託事

業が62年から，農地法改正で委託による農

業経営が70年から認められていたものの，

これらの制度が複雑であるとともに農地法

の下で制約が大きく，概ね停滞していたと

いわざるをえない。例えば，第３表にみら

れるように，80年代半ばに地域営農集団の

育成強化に取り組む農協は３分の１に達し

たのに対し，受託農業経営や農地信託事業

に取り組む農協は数％に過ぎなかった。

ただし，農協が直接農地の利用・集積等

構造問題に取り組む上での制約となってい

た制度上の問題も順次整備されていく。89

年には農用地利用増進法（現農業経営基盤

強化促進法）改正により，同法のなかに農

協による農用地利用調整の結果を農用地利

用増進計画に反映させること，農協による

農作業受委託の斡旋・受託者の組織化など

への努力等が盛り込まれた。

さらに，88年の第18回全国農協大会決議

（農地保有合理化促進機能を発揮するための，

その資格取得の推進）もあり，89年にはそ

れまで運用面で県農業公社によってほぼ一

元的に実施されてきた農地保有合理化促進

事業が，農協にも貸借に限って実施できる

ようになった。

93年には農業経営基

盤強化促進法のなかで農

地保有合理化法人が法的

にも位置付けられ，転貸

による農協の農地保有合

理化事業への取組みが本

格化してくる（同事業は，
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（単位　農協数，％） 

全国 

資料　全中『農業協同組合年鑑１９９０年版』          
原資料　全中『昭和６３年度水田農業確立対策に関する農協の取組み等調査』         

第2表　地域営農集団の活動内容 
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（単位　％）

構成比 

資料　全中｢農協の活動に関する全国一斉調査結果報告｣, 
農林水産省「総合農協統計表」    

（注）　受託農業経営, 農地信託事業実施農協数割合は「総
合農協統計表」による。   

第3表　地域営農集団育成強化運動への取組み 
農協数割合と受託農業経営・農地信託 
事業実施農協数割合(１９８７年） 

３５．５ 

地域営農集団の 
育成強化運動　 

６．２ 

受託農業経営 

０．８ 

農地信託事業 



主に農協が農地所有者から農用地等を借り受

け，集約等の調整を行い，耕作者に貸し付け

る事業として取り組まれている）。第４図に

みられるように90年代以降農協が農地保有

合理化法人として借り入れる農地面積は急

速に増加していった。

また93年には農地法の改正により，農業

生産法人の構成員要件が緩和され農協も農

業生産法人への出資が可能になった。それ

により，農協主導の農業生産法人の設立を

通じて農地の受け皿づくりに農協が主体的

に取り組む動きがみられるようになり，そ

の取組みは21世紀に入り加速している。

さらに，先にみた09年の農地法等の改正

に対し，JA全中は法改正の趣旨に沿って，

全ての農協が10年度から創設される農地利

用集積円滑化事業に取り組むことを基本と

し，09～11年度の３年間を重点取組期間と

して位置付け，農協が引き続き農地の利

用・集積や流動化に積極的に関与していく

方向を打ち出している。
（注１）

このように，農協の農地の有効利用のた

めの取組みについては，営農集団育成等の

農地利用の組織化の動きが先行し，農地貸

借の仲介等農協が農地の利用集積に直接か

かわる取組みについては90年代以降に本格

化してきたといえる。さらに，21世紀に入

り，農家の高齢化や担い手不足という構造

的な問題から，農協自体が出資する農業生

産法人の設立等受け皿づくりへの直接的な

関与や，大規模農家，法人層を含めた担い

手の支援の動きも進んでいる。

第４表は，JA全中『平成21年度全JA調

査』より，直接・間接を含め農協の農地の

有効利用に資する取組みとみられる項目を

筆者が①農地保有合理化事業・農地信託事

業を通じた農地の流動化・集積等の取組

み，②JA（JA出資農業生産法人）による農

業経営，農作業受委託支援，③JAによる

集落営農及び法人支援と担い手の組織化，

④その他の区分，に分けて整理したもので

ある。同表にみられるように，取り組む内

容によって実施農協の割合にバラツキがあ

るものの，その取組みが広範囲なものとな

っていることがよみとれる。
（注１）JA全中『農地制度改革に対応したJAグル
ープの担い手・農地対策の取組み方針』（平成21
年７月）。

上記のように，農協が農地の有効利用に

かかわるための手法は多様化しているが，

ここではその現状について事例調査をもと

に明らかにし，その意義を確認したい。

今回取り上げるのは第５表の４つの農協

による農地の有効利用にかかる事例であ

る。いずれも農協の取組みが成果をあげて
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資料　全国農地保有合理化協会 

１０，０００ 
（ｈａ） 

８，０００ 
６，０００ 
４，０００ 
２，０００ 

０ 
８９年 ９１ ９３ ９５ ９７ ９９ ０１ ０３ ０５ ０７ 

第4図　農地保有合理化法人として農協の 
農地借入面積の推移　　 

３　個別事例にみる農地の有効

利用に果たす農協の役割



いるが，取組みの経緯やその方法は様々で

ある。以下，その取組みをみていきたい。

（１） Ａ農協の事例

Ａ農協の取組みは，「集落法人」の設立

を農協が支援し，設立後も営農指導や出資

により関係を緊密化し，さらにそれら法人

をネットワーク化することで，農地の有効

利用を実現している事例である。

なお，ここで集落法人とは集落（１～数

集落）が一つの経営体となって集落の農地

を一つの農場としてまとめ，効率的かつ安
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 （単位　％，ＪＡ数）

①農地保有合理化 
事業・農地信託事業 
を通じた農地の流動 
化・集積等の取組み 
 
 
 ②ＪＡ（ＪＡ出資農業 
生産法人）による 
農業経営, 農作業 
受委託支援 

③ＪＡによる集落営 
農及び法人支援と 
担い手の組織化 

④その他 

農地保有合理化 
事業を通じた農 
地集積 

集落営農の 
組織化 

ＪＡとしての法 
人支援の方針 
の明確化 

大規模農家・法 
人層を含めた 
担い手の組織化 
（協議会の設置な 
ど） 

農地マッピング 
システムの活用 

農作業受委託の 
窓口となっての 
作業斡旋 

農地信託事業 

農業経営受託事業 

農業生産法人への出資 

①農地売買事業 

②農地賃貸借事業 

③研修等事業 

農地信託事業 

①ＪＡ直営 

②斡旋 

①集落営農が, 地域農業戦略・地域水田農業ビジョンにおいて, 明確に 
位置付けられている 

②地域にあった集落営農のモデルを明確化し, 目指すべき方向, 実践策 
を明確にしている 

③機械・施設の共同利用をすすめている 

④機械・施設のリース・レンタル事業を実施している 

⑤ブロックローテーションの取り組みを推進している 

⑥集落営農組織への作業受託等, 農地の利用集積をすすめている 

⑦集落営農組織の経理の一元化をすすめている 

⑧集落営農組織の法人化を推進している 

⑨記帳代行など集落営農の会計支援をすすめている 

①法人設立支援の方針の明確化 

②既存法人への販売・購買・金融等の事業対応による支援方針の明確化 

③経営管理・確定申告支援対応面での支援方針の明確化 

④ＪＡの農業法人への出資方針の明確化 

①認定農業者の組織化 

②農業法人の組織化 

③集落営農・受託組織等の組織化 

④地域水田農業ビジョンに位置づけられた担い手の組織化 

⑤その他の担い手の組織化 

①ＪＡ独自に導入 

②行政のシステムを活用 

③その他 

資料　ＪＡ全中『平成２１年度全ＪＡ調査』 

第4表　農協の農地の有効利用にかかる直接的・間接的な取組み 

実
施 

Ｊ
Ａ
数 

実
施
し
て 

い
る
割
合 

１０７ 

２８７ 

６６ 

２５ 

３９ 

１５９ 

１６７ 

３６９ 

１５．６ 

４２．０ 

９．６ 

３．７ 

５．７ 

２３．２ 

２４．４ 

５３．９ 

３０７ 

２１０ 

４４．９ 

３０．７ 

３３５ 

１９５ 

２４１ 

３４８ 

２９１ 

２９２ 

１９４ 

２２２ 

２０１ 

１９３ 

１００ 

２５８ 

１２８ 

２６０ 

１１９ 

７８ 

８９ 

９５ 

２４ 

４９．０ 

２８．５ 

３５．２ 

５０．９ 

４２．５ 

４２．７ 

２８．４ 

３２．５ 

２９．４ 

２８．２ 

１４．６ 

３７．７ 

１８．７ 

３８．０ 

１７．４ 

１１．４ 

１３．０ 

１３．９ 

３．５ 



定的な農業経営を目指す法人をいう。

Ａ農協は，中国地方に位置し，当総研の

地帯区分では都市的農村に区分される。Ａ

農協管内では，1980年代前半から農協が生

産調整の推進，麦・大豆の集団転作，稲作

生産コストの低減を目指し営農集団，機械

利用組合の育成を進め，最盛期には200近

い営農集団が活動していた。しかし，農業

者の高齢化や農業環境の悪化に伴い集落活

動が停滞し営農集団も減少が続く一方で，

90年代以降，営農集団を再編して効率的な

農業の実現を目指して，上記の集落法人の

設立を県が主導し市町村の協力のもと進め

てきた。

Ａ農協では04年以降にこうした集落法人

との関係強化や設立支援に乗り出していく。

この背景には，高齢化・農地の荒廃が進む

なかで「豊かな集落づくりをいかに取り組

むか」の観点で，集落法人の設立，集落法

人との関係強化が地域農

業の維持・活性化に役立

つと考えたからである。

その取組みは，まず

専任担当部署を設置する

とともに，既存の集落法

人との関係強化を図るこ

とからはじまった。さら

に，集落法人への総合的

な事業支援を一体的に行

うこととし，①米の生産

から販売までの営農指導

（特徴ある取組みとしては

集落法人向けの稲作情報

誌の作成など），②生産コストの低減支援，

③経理・税務支援，④営農金融事業等の連

携・事業対応，⑤農協出資支援，といった

取組みを順次進めていった。

こうした取組みにより既存の集落法人と

の関係強化が進むとともに，設立支援も成

果をあげ，販売事業・購買事業での関係強

化も進んでいる。

専門担当部署が設置された04年度当時，

管内に８つあった集落法人への農協の出資

はゼロだったが，08年度には23法人に増加

した集落法人のうち11法人に農協からの出

資がある。ただし，その出資は集落１法人

当たり，地元出資の１／３以内，500万円未

満に抑えている。あくまでこの出資は農協

が集落法人の構成員としてともに考えるた

めの出資だからである。

さらに，専門担当部署は当初の１人体制

から３人体制に拡充され，集落法人との連
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資料　先方資料・聞き取り調査を元に作成 

第5表　農協の農地の有効利用にかかる事例 

中国 

都市的農村 

米中心 

無し 

有り（ただし,  
農協出資は地元 
出資の１/３以内, 
上限５００万円未 
満） 

集落法人の設 
立支援・育成・ 
ネットワーク化 

農地保有合理 
化法人を通じ 
て管内の利用 
権の設定 

利用権設定に 
よる病害農地 
の保全, 離農 
農家の農地受 
入れと営利作 
物の作付によ 
る農業経営 

利用権設定に 
よる小規模農 
家の農地の受 
託経営・耕作放 
棄地への新規 
作物導入によ 
るモデル的農 
業経営 

Ａ農協 

九州 

都市的農村 

米, 野菜, 果樹, 
花き, 畜産 

有り 

無し 

Ｂ農協 

関東・東山 

農村（旧Ｅ農協） 

露地野菜中心 
（旧Ｅ農協） 

有り 

有り 
（Ｆ社：農協出資 
割合８３％） 

Ｃ農協 

東北 

農村 

果樹・野菜中心 

有り 

有り 
（Ｇ社：農協出資 
割合９４％） 

Ｄ農協 

地域 

総研地帯区分 

主要作物 

農協の農地保有合 
理化法人の資格 

農協出資農業生産 
法人 

農地の有効利用に 
おける農協（農協 
出資農業生産法人） 
の主たる役割 



携，育成，支援といった担当を分けて業務

を進めている。

また，Ａ農協は集落法人間の連携にも注

力しており，管内の集落法人グループの事

務局を農協が担当している。このグループ

では現在，共同して農業機械の共有化によ

る大豆生産コストの低減と地元加工業者へ

の地元産大豆の供給による地産地消，農商

工連携の実践に取り組んでいる。

このようにＡ農協は農協が農地の効率的

利用を担う受け皿組織の育成・支援を行う

ことで，農地の有効利用を実現している。

（２） Ｂ農協の事例

Ｂ農協の取組みは，圃場整備を契機に農

協が農地保有合理化事業に取り組み，行政

と連携しつつ管内の高度な担い手への農地

集積を実現している事例である。

Ｂ農協は九州北部の都市近郊の農村部に

ある農協で，当総研の地帯区分では都市的

農村に区分される。Ｂ農協の管内では行政

の積極的な取組みもあり圃場整備が進み，

90年代に入り一部には３haを超えるような

大規模圃場を実現していた。

Ｂ農協では95年に策定した長期農業振興

計画のなかで，地域農業を担う「活力ある

人づくり」，農を基盤とした「魅力ある豊

かな地域づくり」，消費者に信頼される

「すばらしいものづくり」の３づくり運動

を掲げ，その３づくり運動をサポートする

事業として，農協が主体となり農用地等を

借り受け，集約等の調整を行い，耕作者に

貸し付け，農地の利用調整を直接行う農地

保有合理化事業に取り組むこととしたので

ある。

93年に改正された農業経営基盤強化促進

法にもとづきＢ農協は，管内行政との協力

のもと96年に農地保有合理化法人として農

地保有合理化事業を開始した。Ｂ農協は３

総合支店，６支店体制だが，同事業は，総

合支店を中心に市・農協担当課・農業委員

会との綿密な協力のもと推進され，支店の

担当者は利用権設定の受付などを担ってい

る。

また，膨大な数に上る利用権や賃借料に

関する事務処理について，Ｂ農協では農地

利用集積計画の作成等を処理する電算シス

テムを独自に構築しており，賃借の期間管

理や賃借料等はそのシステムにより処理さ

れている。

農協の積極的な取組みもあって，農地保

有合理化事業による農地集積面積は年々広

がっており，農協の農地保有合理化事業を

通じての利用権設定面積は現在約1,200ha

に達している。

農協の利用権設定面積に行政独自の農地

利用集積事業の約1,000haを加えると，合

計面積は 2 , 2 0 0h aに達し，管内農地の

4,500haの約５割が担い手を中心に効率的

に利用されていることになる。なお，管内

の一部地区では行政，農業委員会，地権者，

農協が一体となってこの取組みを進め

150haに上る農地で営農組合が利用調整組

織の利用調整によって，米麦，大豆，ブロ

ッコリーでのブロックローテンションを行

う非常に効率の高い農業を実現しているケ
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を止めレタス栽培を一時中止すること）が必

要との認識が強まった。しかし，小規模な

農家は農地を休ませることができず，病害

が広がる悪循環が生じていた。

そのため，圃場整備の進んだ収益性の高

い農地を病害から守ることと，小規模農家

の経営維持の両立化を目指し，農業委員会

と旧Ｅ農協が02年度から病害の発生した農

地を一時期農協があずかる事業を共同事業

として開始することになった。

事業内容は，旧Ｅ農協の農地保有合理化

事業を利用し，農家から病害の発生した農

地をいったん預かり，緑肥植物を植えクリ

ーン化（健康な土壌に戻すこと）した上で，

持ち主に返すというものであった。その間，

貸手には標準小作料を支払う。ただし，事

業開始後，農家の委託する土地が増加し農

協職員では十分な対応ができず，借り上げ

費用や諸経費も増加するなど，農協直営事

業での限界が生じていた。

そこで，旧Ｅ農協とＣ農協の合併を機会

に，営利作物の導入による農業経営を行う

ことで農地保全事業を事業として成り立た

せるため，農協出資農業生産法人Ｆ社を05

年に設立したのである。なお，出資者には

行政，全農県本部，個人も含まれる。

Ｆ社の業務は現在，①連作障害の農地に

レタスの属するキク科以外の農作物を作付

する業務（これは農家の借入地で病害が発生

した場合，農家は農地保有合理化法人である

Ｃ農協に農地を貸し出し，Ｃ農協からＦ社が

農地を借り入れる方式をとっている），②新

規就農者の実践研修（研修後は旧Ｅ農協管
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ースもある。

このようにＢ農協は，農協が農地保有合

理化事業を通じ行政とともに管内の農地の

利用集積に積極的に関与することで，大規

模経営の経営効率化と小規模農家の農作業

委託によるコスト削減（＝収益性の高い作

物への注力）を実現している。

（３） Ｃ農協の事例

Ｃ農協の取組みは，農協の農地保有合理

化事業を通じ農協出資農業生産法人が連作

障害の生じた農地を引き受け，農地を復旧

することで産地維持を図っている事例であ

る。この取組みはＣ農協管内のＥ支所（旧

Ｅ農協）での取組みを契機とする。

Ｃ農協は関東・東山地方に位置し，旧Ｅ

農協は当総研の地帯区分では農村に区分さ

れる。旧Ｅ農協の管内は，1960年代から構

造改善事業により圃場整備が進み，収益性

の高い野菜を次々に導入し，野菜産地とし

て成功していた。そして，この産地化の成

功の背景には，共同利用施設の整備等産地

育成のための行政と旧Ｅ農協が一体となっ

ての取組みがあった。

しかしながら，90年代なかばに野菜産地

としての大きな困難に直面する。主力作物

となっていたレタスにその商品価値をなく

す病害である根腐病の発生を確認し，さら

に01年には同病が大流行する事態をむかえ

たのである。

既に60年代後半に主力作物に病害が発生

し売上げの大幅な落ち込みを経験していた

管内では，早急な対応（一番の予防は連作



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

農林金融2010・5
12 - 230

内で就農），③廃業農家の農地受入れ，で

あり，これらの実務は３人の取締役とアル

バイト30名により行っている。07年度はク

リーン化して返還した面積が３ha，預かっ

ている面積が11haに上る。こうした産地維

持のための農協の取組みにより，生産者の

農協への信頼は厚く，共販率も高い水準を

維持している。

Ｆ社の経営においては，出資者である全

農県本部が販路確保の上で重要な役割を果

たし，連作障害を防ぐための緑肥栽培だけ

でなく，販売農家と競合しないアスパラガ

ス，ジュース用トマトなどを導入し全農県

本部のルートで販売している。

近年は，連作障害の農地だけでなく，農

家が労力の問題でＦ社に預ける農地が増え

ており，新しい営利作物の導入等も考えて

いる。

このようにＣ農協は，農地の受け皿とし

ての農協出資農業生産法人設立と農協の農

地保有合理化事業とを組み合わせ，旧Ｅ農

協管内の農地保全に成果をあげている。

（４） Ｄ農協の事例

Ｄ農協の取組みは，農協による農地保有

合理化事業と農協出資農業生産法人Ｇ社の

連携により，管内の農地利用の効率化を図

ると同時に，耕作放棄地を利用した新たな

農業の展開を志向している事例である。

Ｄ農協は東北地方の農村部を管内とし，

当総研の地帯区分では農村に区分される。

Ｄ農協では，農家の高齢化や担い手不足，

遊休農地の増加等への対応が重要な課題で

あったが，品目横断的経営安定対策の開始

を目前に控え新たな地域農業の生産体制の

構築と担い手育成の対策を早急にとる必要

があった。

その上で，農協が主体的に地域農業にか

かわるためには農協が出資する農業生産法

人の設立が望ましいとし，県中央会の協力

のもと検討を重ね，集落座談会等の組織討

議を経た上で，Ｄ農協が中心となり，06年

にＧ社が設立されたのである。なお，出資

者には全農県本部，個人も含まれる。

同社の事業目的は①農作業受託，②農業

経営，③農産物加工販売，④農業体験，研

修を目的とする農園の設置ならびに経営，

⑤一般労働者派遣事業，⑥職業紹介事業，

⑦その他①～⑥に付帯する事業，とされた。

Ｇ社ではＤ農協が農地保有合理化法人と

して受け入れた農地を，同社自ら認定農業

者として集積し，管内の受託組合への委託

やオペレーター雇用による経営を行ってい

る。08年度の利用権設定・受託契約面積は

麦10.6ha，大豆51.5haに上る。さらに，農

家や住民ニーズに応える新規事業として，

農協遊休施設を利用した農産物加工販売，

遊休農地での農産物契約栽培，農家への労

働力斡旋事業等様々な新規事業に取り組ん

でいる。

農産物加工販売事業は06年より取り組ま

れているが，高齢化により作業が困難にな

りつつある管内の農家から原料を調達し農

協の遊休施設を利用して乾燥等の加工を行

い出荷するものである。さらに，遊休農地

を活用した農産物の契約栽培では07年から



出資者でもある全農県本部を通じて大手食

品会社とのジュース用トマトの契約栽培に

取り組んでいる。また，地元の漬物加工会

社との間でニンジンの契約栽培にも取り組

み，加工された商品は地産地消の取組みと

して県内を中心に販売されている。

なお，同社ではこれら一連の取組みは一

般農家への普及が念頭にあるとし，遊休農

地活用のモデル事業的な性格を持っている

ことが注目される。

さらに，同社では今後の新規事業への取

組みとして，例えば，加工用農産物栽培に

ついても製造・販売まで行う６次産業化に

より，より付加価値の高い地域農業へ波及

効果の大きい事業展開ができないかと考え

ている。

このようにＤ農協とＧ社の事例は，農協

による農地保有合理化法人と農地の受け皿

としての農協出資農業生産法人の組み合わ

せに，農商工連携等の事業の多角化を加え

ることで，農地の有効利用と地域の新たな

農業モデルの展開の両立を図っている。

ここで，今回取り上げた事例等から農協

の農地の有効利用の取組みにおける特徴と

課題について考えてみたい。

（１） 農地の有効利用における取組みの

特徴

先の第４表でもみたとおり，農協が農地

の有効利用に取り組む上では，多様なアプ

ローチが可能であるが，今回の事例でも，

様々な手法がとられている。

例えば，Ｂ，Ｃ，Ｄ農協は農地保有合理化

法人として，管内の農地の賃貸借の仲介に

直接取り組んでおり，また，Ｃ，Ｄ農協は

農協が主体となって農協出資農業生産法人

を設立し農地を引き受け，農業経営を行っ

ている。さらに，Ａ農協では，出資により

法人の設立支援を行うとともに，それら法

人の経営支援・組織化に取り組んでいる。

また，上記の複数の手段を組み合わせる

ことにより，農地の有効利用に取り組むケ

ースがあることも注目される。今回の事例

でいえばＣ，Ｄ農協の農地保有合理化事業

と農協出資による農業生産法人の設立の組

み合わせである。

この組み合わせは，とくに担い手が不足

している地域では重要な取組みの一つとみ

られる。そういった地域では従来の農協が

取り組んできた組合員の組織化や組合員間

の農地の賃貸借の仲介では農業生産基盤の

維持は難しく，農協が主体的に農地の受け

皿づくりに乗り出す必要性があるとみられ

るからである。

（２） 行政との緊密な連携

農協の取組みが行政等関連機関と緊密な

連携で行われていることも重要であろう。

例えば，Ａ農協の集落法人支援はもとも

と行政主導の取組みであったし，Ｂ農協の

農地保有合理化事業も管内行政の全面的な

協力がなければスムーズな農地の利用集積
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４　農協の農地の有効利用の

取組みの特徴と今後の課題



は難しかったとみられる。さらに，Ｆ社の

取組みも，野菜産地育成の上での旧Ｅ農協

と農業委員会，行政との一体的な取組みが

なければ進まなかったであろう。

現在は，平成の大合併による管内市町村

の合併とともに，財政状況も厳しいため，

農協と市町村行政が一体となって地域農業

振興に取り組むことが，従来に比べ難しい

情勢ではある。しかし，農地の利用調整に

関しては，第三者である農協や行政等関連

機関が間に入ることにより，貸借等の利用

調整がスムーズにいくことは明らかであ

り，農協の取組みも行政との緊密な連携の

もとで進めていく必要があろう。

（３） 農協の農地の有効利用の取組みに

おける今後の課題

今回取り上げた事例は，既にその取組み

が一定の成果を挙げている事例であるが，

こうした取組みが広がり，農協の農地の有

効利用が成果を上げていく上では，いくつ

かの課題があるとみられる。

ａ　地域による取組みの平均化

まず，今回の事例でみたような農地の有

効利用のための取組みは，全国的にみると

地域によってかなり濃淡がみられることで

ある。例えば第５図は農地保有合理化法人

の取組割合を地域別にみたものであるが，

北陸，東海地方では農地保有合理化法人で

ある農協が９割を超えるのに対し，中四国，

北海道では３割を下回っている。

また，事例でみられたような複数の手段

の組み合わせで農地の有効利用に取り組め

る農協が少ないことにも留意する必要があ

る。第６図は，今回の事例における取組み

を①農地保有合理化事業，②法人化支援・

担い手組織化，③農協出資農業生産法人，

に分けて，それぞれの取組みの関係を農協

全体でみたものである。

例えば，Ｃ，Ｄ農協でみられたような農

地保有合理化事業と農協出資農業生産法人

の両方を行っている農協は05年時点では全

体の9.5％に留まっている。一方，いずれ

の取組みがない農協も１／３を占めるなど，
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①農協による農地 
保有合理化事業 
を通じた農地売買・ 
賃貸借事業７．５％ 

①②③いずれ 
の取組みも 
ない３４．６％ 

①＋②＋③ 
６．３％ 

②＋③ 
２．３％ 

①＋② 
２２．８％ 

①＋③ 
３．２％ 

②法人支援方針 
の明確化と担い 
手の組織化２２．４％ 

資料　ＪＡ全中『２００５年ＪＡの活動に関する全国一斉調査』 

第6図　農協の農地の有効利用のための 
取組みの関係（N＝８７８） 

③農協出資農業 
生産法人０．９％ 

資料　全国農地保有合理化協会 
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第5図　農地保有合理化法人である農協割合 
（０８年４月１日時点） 
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農地の有効利用に関する取組みは農協ごと

の違いが大きいこともうかがえる。

このように地域，農協ごとの取組みには

濃淡があるが，農地の有効利用に農協が直

接・間接的に関与していくことは，そこで

生産される農産物の販売，流通，加工等を

含めトータルでの農協と生産者の関係を維

持する上での重要な鍵になるとみられる。

その意味でJA全中が農協系統として農

地利用集積円滑化事業に全国的に取り組む

方針を打ち出した意義は大きいとみられ

る。なお，全国的な取組みを一律に進める

ことは難しいとみられ，農地の有効利用に

多様な取組方法があることを前提に農協間

で農地の有効利用に関する情報共有化を進

めて地域の実状に応じて取り組んでいく必

要があろう。また，その取組みには，一定

のコストが発生することも予想され，行政

に一定の支援を求めていく必要もあろう。

ｂ　農地の受け皿組織の経営の確立

次に，近年増えている農協が主たる出資

者として設立した農地の受け皿組織の経営

の問題について指摘しておきたい。今回の

事例でいえば，Ａ農協の事例はあくまで一

部出資であるため，Ｃ，Ｄ農協のＦ，Ｇ社

のような事例である。

農協が主たる出資者として設立した農地

の受け皿組織が農業経営を行う上では（農

協による農業経営でも同様であるが），条件

不利地域での耕作や共同利用施設の使用等

で地域の担い手との関係で不利な環境での

経営を行うことになることが多いとみら

れ，経
（注２）

営面では厳しい状況が続く可能性も

ある。農協が主たる出資者であるＦ社，Ｇ

社も管内農家と競合しないことや主力作物

を栽培しない等経営上の制約をうけ，設立

初期は厳しい収支状況であった。

競合を避けるための手段としては競合し

ない新規作物や新規事業へ取り組むこと等

があるとみられるが，その場合は，本稿の

事例で農産物の販路確保に全農県本部が協

力していたように，農協が主たる出資者と

して設立した農地の受け皿組織の経営安定

化のための取組みを農協グループ全体で進

めていく必要があろう。

また，主たる出資者としての取組みでな

くても，農地の受け皿となる担い手に対し

てはＡ農協のようにその経営向上のため，

経営管理やコンサル面での支援等を強化し

ていく必要があろう。それら法人の経営が

維持できなくなれば，ほかの担い手の確保

は恐らく難しいとみられるからである。

ｃ　地域農業振興全体のなかでの位置付け

最後に，当然のことではあるが，農地の

有効利用の取組みは，農協単独で取り組ん

でも限界があり，また，農地の利用集積だ

けでなく，そこで生産される農産物の販売，

流通，加工を含めた地域農業振興全体のな

かで考えていく必要があろう。

そのためには，担い手や新規就農者の支

援，農産物のブランド化，契約取引・直売

所等販路の多角化，農商工連携や農産加工

も含めた６次産業化等地域農業および地域

経済活性化のための多面的な取組みのなか
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で農地の有効利用を位置付け，行政等関連

機関が役割分担を行いながら取り組んでい

く必要があろう。

先の農地の有効利用の事例でも行政と農

協の緊密な連携の動きが農地の利用集積，

産地育成等でみられており，農協，行政等

関連機関がそれぞれ持つ機能を分担しなが

ら，協力していくことが必要であろう。

実際に，担い手の育成における関連機関

とのワンフロア化や営農指導における普及

センターとの協力の動きが進んでいる（第

６表）。こういった取組みを，農地の有効

利用や地域農業振興全体への取組みにも発

展・拡大させていく必要があろう。

（注２）JA総合研究所編（2010）77～82頁

農地の有効利用への取組みは，農業者の

高齢化，後継者不足から待ったな

しの状況である。農地法等の改正

により，農地の保全・利用集積に

農協がかかわる余地も，農地利用

集積円滑化事業や農業経営の要件

緩和等により，広がっている。

ただし，農協が単独で農地の

利用集積に取り組んでも，それに

より状況が劇的に変わるわけでは

ない。今回の事例でもあったよう

に，地域の農地利用集積にかかわ

る関連機関が連携をとり，さらに

それを地域の農業振興全体のなかで位置付

けることができてはじめて有効な取組みが

できると考えられる。

また，農業環境が悪化するなかで農地の

有効利用のみ実現しても，農業生産基盤の

維持は難しいため，農業経営に安心感を生

むための所得補償の拡大等経営安定に係る

政策的な支援も含めて進めていく必要があ

ろう。
＜参考資料＞
・木原久（2000）「地域農業再編と農協の役割」『農
林金融』５月号
・協同組合経営研究所（1996，1997）『新・農業協同
組合制度史』第２巻，第３巻
・JA総合研究所編（2010）『改正農地法のポイント
とJAグループの今後の取組み』JA全中
・島本富夫（2006）｢農地保有合理化事業35年の軌
跡－制度の展開と実績－｣『土地と農業』No.36
（社）農地保有合理化協会
・谷口信和・李侖美（2006）『JA（農協）出資農業
生産法人』農山漁村文化協会
・日本農業年鑑刊行会編（1989）『日本農業年鑑1990
年版』家の光協会
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県（振興局・事務所） 

普及センター 

農業委員会 

土地改良区 

 

①連携 
②ワンフロア化 

③連携 
④ワンフロア化 

⑤連携 
⑥ワンフロア化 

⑦連携 
⑧ワンフロア化 

⑨連携 
⑩ワンフロア化 

ＪＡと普及センターが十分 
連携して, （生産）部会対応・ 
個別対応を行っている 

組合員への技術指導への対応 
に際し, 普及センターとの連携  

資料　第４表に同じ 

第6表　農協と関連機関との連携状況 




